
 

化学肥料原料調達支援緊急対策事業実施要領 
 

令和４年４月 28日付け４農産第 635号 
農林水産省農産局長通知  

 
第１ 趣旨 

 化学肥料原料調達支援緊急対策事業の実施については、化学肥料原料調達支援緊急対策事業費補

助金交付等要綱（令和４年４月28日付け４農産第633号農林水産事務次官依命通知。以下「交付等

要綱」という。）の定めによるほか、この要領の定めるところによる。 
 
第２ 定義 
   本事業における用語の定義については、次のとおりとする。 

１ 化学肥料原料 
肥料製造用として輸入する尿素、りん酸アンモニウム、塩化加里、塩化アンモニア、硫酸アンモ

ニア及び硫酸加里をいう。 
２ 輸入事業者 

     肥料製造事業者又は３に掲げる販売事業者に化学肥料原料を売り渡すことを目的として化学肥料

原料を輸入する事業者をいう。 
３ 販売事業者 

輸入事業者から買い受けた化学肥料原料を専ら肥料製造事業者に売り渡す事業者をいう。 
４ 調達 

事業実施主体が自ら肥料の製造の用に供することを目的として化学肥料原料を輸入する場合は、

輸入をもって調達とし、輸入事業者又は販売事業者から化学肥料原料を買い受ける場合は、事業実

施主体に納入されたことをもって調達とする。 
 
第３ 事業実施主体 

  交付等要綱第４第２号の農林水産省農産局長（以下「農産局長」という。）が別に定める事業実

施主体（補助事業者）とは、次の要件をいずれも満たす肥料製造事業者とする。 
(１)第２の１に掲げる化学肥料原料を原料とした肥料の製造を業として行う者であること。 
(２)自ら肥料の製造の用に供することを目的として化学肥料原料を輸入する事業者又は輸入事業者若

しくは販売事業者から直接化学肥料原料を買い受ける事業者であること。 
 
第４ 補助金の交付額 

１ 国は、予算の範囲内において、事業実施主体に対し、本事業の実施に必要な補助金を交付するも

のとする。 
２ 国は、事業実施主体の交付申請見込額の総額が予算を上回る場合には、不公平が生じないよう調

整を行うものとする。 
 



 

第５ 補助対象経費等 
１ 本事業の補助対象経費、補助率、国庫補助金額の算定方法は、別記に掲げるとおりとする。 
２ 交付決定額は、補助対象経費等の精査により交付申請額から減額することがある。 

 
第６ 事業実施主体の募集方法 
 １ 農林水産省のウェブサイトにおいて、原則として農産局長が公募するものとし、その詳細は農産

局長が公募要領で定めるものとする。 
 ２ 追加公募を実施する場合は、農産局長が定める追加公募要領に基づき行うものとする。 
 
第７ 事業実施の手続等 
 １ 交付申請書及び事業実施計画の作成 
（１）事業実施主体は、交付等要綱第８に定める交付申請書及び別紙様式第１号に定める事業実施計

画を作成し、農林水産大臣へ提出するものとする。 
（２）農林水産大臣は、（１）により提出された事業実施計画について、適切と認めた場合には、交付

決定する。 
 ２ 事業実施計画の変更等 

事業実施計画の重要な変更（交付等要綱別表の重要な変更の欄に限る。）については、交付等要

綱第15第１項の規定に基づく変更等承認申請書の内容に応じて変更した事業実施計画を添付し、農

林水産大臣に提出し、承認を得なければならない。 
３ 事業実績の報告 
（１）事業実施主体は、事業の実施状況について、別紙様式第２号により事業実績報告を作成し、交

付等要綱第20第１項に定める実績報告書とともに農林水産大臣に提出するものとする。 
（２）農林水産大臣は、（１）の規定にかかわらず、事業対象期間の途中において、必要に応じて事業

実施主体に事業実施状況の報告を求めることができるものとする。 
 
第８ 証拠書類の保管 

事業実施主体は、補助金の交付額算定の根拠となる書類（納品書、請求書、輸入業者保証票、輸

入許可通知書等）を収集し、補助金の交付を受けた日の属する年度の翌年度から起算して５年間保

管するとともに、農産局長から求めがあった場合には、その書類又はその書類の写しを提出しなけ

ればならない。 
 
第９ 報告又は指導 

  農産局長は、事業実施主体に対し、本事業に関して必要な報告を求め、又は指導を行うことがで

きるものとする。 
 

附 則 
この要領は、令和４年４月２８日から施行する。 
  



 

別記 
１ 補助対象経費：事業実施主体が交付等要綱第７に掲げる事業対象期間内において、化学肥料原料を

代替国等からの調達に要するコスト（輸送費・保管費）の上昇分の掛かり増し経費 

 

２ 補助率：定額 

 

３ 国庫補助金額の算定方法：次に定めるところによるものとする。 

 

（単価表） 

(ア)単価 Aは、事業対象期間内に調達困難国から代替して別の国から調達する場合に、令和 3年 4

月 1日から 10月 31日における調達困難国からの調達実績量を上限として適用する単価とす

る。 

(イ)単価 Bは、（ア）以外の場合に適用する単価とする。 

(ウ)国庫補助金額は、上記の単価表に定める単価に各化学肥料原料の調達量を乗じ、合計して算出

した額とする。 

(エ)補助対象となる調達量については、トン単位で整数未満は切り捨てとする。 

 （算定表） 

単価 Aを適用するもの 合計 

化学肥料原料 単価

（万円/

トン） 

 調達量（トン）   

尿素 2.04 ×  ＝  

りん酸アンモニウム 2.28 ×  ＝  

塩化加里 2.04 ×  ＝  

単価 Bを適用するもの 合計 

尿素 0.97 ×  ＝  

りん酸アンモニウム 0.97 ×  ＝  

塩化加里 0.97 ×  ＝  

塩化アンモニア 0.97 ×  ＝  

硫酸アンモニア 0.97 ×  ＝  

 調達困難国 単価 A（万円/トン） 単価 B（万円/トン） 

尿素 中華人民共和国 2.04 0.97 

りん酸アンモニウム 中華人民共和国 2.28 0.97 

塩化加里 ロシア連邦 

 ベラルーシ共和国 

2.04 0.97 

塩化アンモニア ― － 0.97 

硫酸アンモニア ― － 0.97 

硫酸加里 ― － 0.97 



 

硫酸加里 0.97 ×  ＝  

単価 Aを適用したものの合計＋単価 Bを適用したものの合計＝国庫補助金額 

  



 

別紙様式第 1 号 
 

化学肥料原料調達支援緊急対策事業実施計画 
 
１．事業実施主体の概要 
事業実施主体名  
代表者の役職・氏名  
事業実施主体の事務局が所在す

る住所 
 

事業担当者の連絡先 所属・役職・氏名  
電話番号  
E-mail  

 
 
２．事業の目的 

 

 
 
３．事業の内容 
 （１）令和 3 年 4 月 1 日から 10 月 31 日までの調達実績量 
化学肥料原

料 
調達先国   調達先国   

登録番号 調 達 実 績 量

（ｔ）※ 
登録番号 調達実績量

（ｔ）※ 
尿素 中華人民共和国   その他   
りん酸アン

モニウム 
中華人民共和国   その他   

塩化加里 ロシア連邦   その他   
塩化加里 ベラルーシ共和国   その他   
※上記調達先国から該当の化学肥料原料を調達していない場合には、調達実績量を０とする。 

 
 
（２）令和 4 年 4 月 1 日から 10 月 31 日までの調達予定量 
化学肥料原料 調達元 ※

１ 
調達先国 調達予定量（ｔ）※２ 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 合計 
           



 

           
           
※１当該化学肥料原料を調達する輸入事業者名又は販売業者名を記載することとする。ただし、海外

の事業者から直接調達する場合は、その旨を記載することとする。 
※２実施要領第２に定める化学肥料原料ごとに、各調達先国からの調達予定量を記載する。 
※３適宜、行を追加するものとする。 

 
 
４．交付申請額 

単価 Aを適用するもの 合計    円 

化学肥料原料 単価

（万円/

トン） 

 調達量（トン）   

尿素 2.04 ×  ＝  

りん酸アンモニウム 2.28 ×  ＝  

塩化加里 2.04 ×  ＝  

単価 Bを適用するもの 合計    円 

尿素 0.97 ×  ＝  

りん酸アンモニウム 0.97 ×  ＝  

塩化加里 0.97 ×  ＝  

塩化アンモニア 0.97 ×  ＝  

硫酸アンモニア 0.97 ×  ＝  

硫酸加里 0.97 ×  ＝  

単価 Aを適用したものの合計＋単価 Bを適用したものの合計＝〇円 

 
   総額        円 
 
 
５．事業完了予定年月日   〇年〇月〇日 
 
 
６．添付書類 

（ア）令和３年４月 1 日から 10 月 31 日の期間までの調達困難国からの調達について、調達実績量、

調達先国、肥料の登録番号、調達元・調達先企業名が確認できる書類（例：調達元からの納品書、

輸入業者保証票、輸入許可通知書等） 
（イ）その他農産局長が必要と認める書類等 

 
７．誓約・同意事項 



 

 事業実施主体は、補助金申請に当たって、次の事項を誓約・同意するものとする。 

以下の内容について誓約・同意する チェック欄  
１ 化学肥料原料調達支援緊急対策事業実施計画（以下「事業実施計画」という。）及び申請の内容について、

一切の虚偽はありません。 
２ 補助事業に係る報告や立入調査について、農産局長から求められた場合に応じます。 
３ 補助金の交付額算定の根拠となる書類等の証拠書類について、補助金の交付を受けた年度の翌年度から

起算して５年間保管し、農産局長から求められた場合は提出します。 
４ 以下の場合には、補助金を返還すること、又は交付されないことに異存ありません。 
ア 事業実施計画及びその他の提出書類において、虚偽の内容を申請したことが判明した場合 
イ 事業実施計画に記載したことを証明する書類が保存されていないこと、その他交付要件を満たさない   

ことが判明した場合 
（注）誓約・同意事項の内容を確認の上、チェック欄に〇を記載すること。 

 
 

  



 

別紙様式第２号 
 

化学肥料原料調達支援緊急対策事業実績報告 
 
１．事業実施主体の概要 
事業実施主体名  
代表者の役職・氏名  
事業実施主体の事務局が所在す

る住所 
 

事業担当者の連絡先 所属・役職・氏名  
電話番号  
E-mail  

 
 
２．事業の目的： 

 

 
 
３．事業実績： 
 （１）令和 3 年 4 月 1 日から 10 月 31 日までの調達実績量 
化学肥料原

料 
調達先国   調達先国   

登録番号 調 達 実 績 量

（ｔ）※ 
登録番号 調達実績量

（ｔ）※ 
尿素 中華人民共和国   その他   
りん酸アン

モニウム 
中華人民共和国   その他   

塩化加里 ロシア連邦   その他   
塩化加里 ベラルーシ共和国   その他   
※上記調達先国から該当の化学肥料原料を調達していない場合には、調達実績量を０とする。 

  
（２）令和 4 年 4 月 1 日から 10 月 31 日までの調達実績量 

化学肥料原料 調達元 ※

１ 
調達先国 登録番号 調達実績量（ｔ）※２ 

4
月 

5
月 

6
月 

7
月 

8
月 

9
月 

10
月 

合計 

            



 

            
            
※１当該化学肥料原料を調達する輸入事業者名又は販売業者名を記載することとする。ただ

し、海外の事業者から直接調達する場合は、その旨を記載することとする 
※２実施要領第２に定める化学肥料原料ごとに、各調達先国からの調達実績量を記載する。 
※３適宜、行を追加するものとする。 

 
 
４．国庫補助金額 
   総額        円 
 
 
５．事業完了年月日   〇年〇月〇日 
 
６．添付書類 

(ア) 事業対象期間における調達実績量、調達先国、肥料の登録番号、調達元・調達先企業名が確認

できる書類（例：調達元からの納品書、輸入業者保証票、輸入許可通知書等） 
(イ) 化学肥料原料調達支援緊急対策事業実施計画の３（２）の調達予定量を下回る化学肥料原料が

ある場合は、その理由を記載した理由書 
(ウ) その他農産局長が必要と認める書類等 

 
 




